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　　　　　　　韓国の金大中政権における

新自由主義的経済改革と「生産的福祉」の意味

韓国・梨花女子大学社会科学研究所　鄭 美　愛

1．序論

　IMF（Intemational　Monetary　Fund）から救済金融を受けるという経済危

機1）を抱えて出帆した金大中政権（いわば「国民の政府」）は，執権初期か

ら「民主的市場経済の確立」という国政指標を掲げ，危機克服のために大々

的な構造調整を進めた。構造調整の基調は非効率的な公共部門の縮小と民営

化，市場の合理性と市場論理に基づいた経済運営の基本的枠組みを強調する

新自由主義である2）。

　民主的市場経済論は，金大中大統領が1997年大統領選挙に臨む際出版した

『金大中の21世紀市民経済の話（召司秀釧21矧フ1入1剋ぞ刈。1°㌃フD』（以下

『市民経済』と略す）で本格的に登場した論理である。民主的市場経済論は，

新自由主義に基づき，政治的民主化にあわせて経済の運営に民主主義の原理・

原則の適用を拡大し，政府の不要な規制を撤廃し，自由競争と自己責任の原

則を確立することを通じて，「真」の市場経済秩序を確立することを意味す

ると書いている。

　一方，民主的市場経済論に基づいた大々的な構造調整とともに同時進行さ

※本稿は，社会福祉法人恩賜財団母子愛育会の平成14年度外国人研究者招聰事業として山

　口大学経済学部で報告されたものである。

1）韓国では，IMFから救済金融を受けた1997年11月からの約3年間をいわゆる「IMF時

　代」と呼んでいる。

2）現在，金大中政権の福祉政策については多様な評価がなされているが，金政権の政策

　路線の根幹が新自由主義であることについては，ほとんどの研究が大体において合意

　している。
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れたのが，一見して新自由主義的改革とは相反するように見える積極的な社

会保障の拡充である。このような金大中政権の積極的社会福祉政策を支えた

のが「生産的福祉論」である3）。2003年2月24日に金大中政権の5年間の任

期が終わった現時点で，IMF救済金融という経済危機の中で断行された新

自由主義的経済改革と，「生産的福祉」として代表される積極的福祉政策の

拡大をいかに解釈すべきかの問題が重要な課題として議論されている。

　本稿は，「国民の政府」の福祉政策はIMF救済金融という未曾有の事態の

中で大量失業と大量貧困の発生により起きた社会的危機を克服するため，一

時的代案として「社会安全網の構築4）」を目指したものであり，したがって

その性格においても福祉国家への指向性は極めて制限的であるという前提か

ら出発している。社会的危機に当たって社会保障制度を拡充することは当然

の選択である。大量失業の放棄は社会的不安を増大させ，社会をより深刻な

危機状況に追い込むことは自明である。1997年の大統領選挙当時掲げた「生

産的福祉論」が，社会危機がより深化した1999年になって具体化したことは，

福祉政策の拡充が社会安全網の構築を目標としてなされたことを物語ってい

るといえる。したがって，「国民の政府」の福祉政策の拡充は，新自由主義

3）「生産的福祉」は一般的にヨーロッパではwelfare　to（fbr）work，アメリカではworkfare

　　という。チョ・ホンシク（至筈剤）は，金泳三政権は労働による福祉を「生産的福祉」

　　と定義したが，金大中政権が掲げている「生産的福祉」の意味は「基礎生活保障とい

　　う社会福祉の基本内容と自立・自助・自活支援により個人及び国家の生産性を高める

　　という意味が結合したもの」であり，両者の間に違いがあるにもかかわらず，金大中

　政権が金泳三政権の使っていた「生産的福祉」という用語をそのまま使っていること

　を指摘している。したがって，彼は金泳三政権の生産的福祉はworkfareであり，金大

　中政権のそれはproductive　welfareであるという見解を提示している。さらに金大中政

　権の生産的福祉の特性を生かして，「生産的福祉」の代わりに「社会統合的福祉」と呼

　んだ方がより適切であると提案している。径菩剤，2000：438）金大中政権の生産的福

　祉が果たしてworkfareであるか，　productive　welfareであるかについては，より十分な

　議論が要求される問題であると思われる。

4）社会安全網（Social　Safety　Net）は，社会保険を中心とする1次安全網，公的扶助を中

　心とする2次安全網，公共勤労，社会的就労，緊急救護を含める3次安全網の三つに

　分類できる。
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的経済改革の成功を保障するための手段としての意味を持つものであり，こ

れが福祉国家への指向性を持っているか否かは，政策の持続性が確認できる

まで一定の期間留保するしかないと思われる。

2．「国民の政府」の福祉政策に関する主な議論と評価

　「国民の政府」の福祉政策に対しては大きく二つのレベルで評価が行われ

る。一つは，「国民の政府」の福祉政策をめぐるこれまでの議論の中心をな

すものとして，「国民の政府」の福祉政策の性格が新自由主義であるか否か

の問題である。もう一つは，韓国の福祉体制に対する今後の展望とも関連す

るものとして，「国民の政府」の福祉政策の拡大が通貨危機による大量失業

と大量貧困という事態に対する緊急対応の側面から出た一時的な福祉膨張で

あるか，それともこれまで低発展の状態にとどまっていた韓国の福祉体制を，

福祉国家指向に転換させる重要な契機として作用するかという点である。以

下では，「国民の政府」の福祉政策に対する評価と展望に関する代表的な議

論をまとめてみた。

　キム・ヨンミョン（召q噌）は，「国民の政府」の福祉政策について最も

積極的かつ肯定的に評価している。彼は，「国民の政府」の福祉政策は韓国

で近代的な社会福祉が始まった1960年代以降，最も革新的であり，国家の福

祉責任を強化する国家福祉路線であると評価しており，したがって「反」新

自由主義的であると主張する（招望噌，2000）。さらに，ソン・ギョンリュ

ン（旭有号）は，「国民の政府」は経済危機とともに社会的不平等と社会解

体現象が深化している状況の中で不平等を改善し，社会的統合力を増進する

ため展開した国民基礎生活保障と生産的福祉を基本とする福祉改革が大きな

成果をあげており，したがって「国民の政府」は「最悪の政治経済的条件」の

中でそれなりに「最善の福祉成果」を達成していると評価している（1edu　ng・

層　ll」冒L，2000：439）Q

　一方，チョン・ムグォン（層早週）は，「国民の政府」の社会福祉政策が
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過去に比べて画期的な側面を持ってはいるが，新自由主義的構造調整の大き

な枠からみると，実際に社会政策改革の内容と成果は，新自由主義の価値と

背馳しないレベルのものであると評価している（層早週，2000：354）。

　また，チョ・ヨンフン（王（暮笹）は，生産的福祉政策により韓国の福祉国

家は自由主義と保守主義が混在した状態から自由主義的な形態に変貌してい

くだろうと展望している。彼はその根拠として次のような四点をあげている。

第一，生産的福祉論が一般市民ではなく，低所得層のための公共扶助の活性

化のみに焦点を合わせている。第二，所得移転や社会保障拡大にはあまり関

心がなく，市場を通じて資源配分を活性化しようとしている。第三，社会福

祉の提供者として，国家以外に市民団体や地域社会，企業の役割を強調して

いる。第四，労働連係福祉（workfare）を強調するため，市場への依存度が

高まる（釜閣薯，2000）。したがって，彼は金大中政権の福祉政策は基本的

に新自由主義的であり，過去の政権に比べてより進歩的でもなければ拡大指

向的でもないと主張する（王（ぎ芒，2001）。

　上記のような評価を念頭におきながら，以下では「国民の政府」の福祉政

策の内容と展開を考察し，その性格を明らかにしてみたい。

3．「国民の政府」の社会福祉政策

（1）「生産的福祉」の背景

　金大中大統領は，就任の前にIMFと締結した基本協定を履行しなければ

ならない制約条件を抱えて出発した。IMFから救済金融を受ける条件とし

て，韓国政府はIMFと次のような7つの事項に合意したのである。①通貨

及び財政緊縮を通じた経常収支改善と物価上昇抑制（1998年経済成長率3％

以内，1998年物価上昇率5％以内，1998・1999年経常収支赤字GDP　1％以内），

②金融産業の構造調整と自己資本拡充（不実金融機関構造調整及び退出，金

融機関の健全性の向上），③金融市場機能及び監督機能の強化，④企業支配

構造の改善（国際基準会計制度導入，相互支給保証制の改善），⑤資本市場



韓国の金大中政権における新自由主義的経済改革と「生産的福祉」の意味　（335）－55一

の自由化の持続（外国人株式取得限度の拡大，債券市場の早期開放など），

⑥貿易自由化の促進（輸入先の多角化制度及び貿易関連補助金の廃止），⑦

情報公開（外貨及び金融情報の定期的公開など）がそれである（招司層・

Ag　lil」冒L，　2000：438）。

　通貨危機を脱出するため，IMFとの合意事項を遵守するための構造調整

の過程で，失業，貧困のような社会問題が一時に爆発的に露出し，そのよう

な状況の中で，国政指標としての「生産的福祉」は政策的に具体化して現れ

るようになった。

　表1の各指数は構造調整による失業率，貧困率の増加による社会的両極化

現象を明らかにしている。表1は1997年から2000年までの推移を示しており，

通貨危機以前と以後，それから金大中政権の福祉政策が本格的に実施されは

じめた1998年4／4分期以後の動向が比較できる。まず，ここでは，生産的

福祉の背景となった，当時の社会的両極化と不平等現象の程度を，具体的に

雇用と所得平等に関連させて考察してみよう。

　　　　　　表1　労働力率・失業率・ジニ係数（1997年～2001年〉

年度 分期 労働力率（％） 失業率（％） ジニ係数

1／4 611 3．0

2／4 63．1 2．5
1997

3／4 62．6 2．1
0，283

4／4 61．9 2．6

1／4 59．5 5．6

2／4 61．5 6．8
1998

3／4 61．1 7．4
0，316

4／4 60．5 7．4

1／4 58．6 8．4

2／4 61．0 6．6
1999

3／4 61．2 5．6
0，320

4／4 61．2 4．6

1／4 59．5 5．1

2／4 61．3 3．8
2000

3／4 61．3 3．6
0，317

4／4 60．8 3．7

1／4 58．9 4．8

2／4 61．7 3．5
2001

3／4 61．4 3．3
0，319

4／4 61．2 3．2

注：ジニ係数は都市勤労者世帯（所得基準）

資料：韓国統計庁統計情報システム〈http：／／kosis．nso．go，kr／〉
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　まず，雇用をみると，経済危機の深化により労働力率と失業率が大きく悪

化したことがわかる。景気の沈滞とともに，労働力率は1997年2／4分期63．1

％から1998年1／4分期には59．5％に減少し，1999年1／4には再び58．6％に落ち

て，最低値を記録している。労働力率の減少とともに失業率の増加をも目立っ

ている。失業率は，1997年3／4分期に2．1％であったが，それ以降急激な増

加ぶりを見せ，1998年には5．6％，6．8％，7．4％と急増加しており，1999年

1／4分期には8．4％にも達している。失業率は経済危機以降，危機以前より

やや高いとはいえ3％台に回復したが，労働力率は依然停滞を見せている。

　一方，所得の平等についてみるため，ジニ係数の推移をみると，1997年

0．283であったのが，1998年から2001年には各々0．316，0．320，0．317，0．319

を示しており，経済危機を経ながら社会の両極化現象が深化し，さらにはそ

れが固着化する傾向までみせている。

　上記のような状況の中で，社会的危機を克服するための代案として社会保

障制度を拡充することは，当然の選択であったかもしれない。新自由主義的

構造調整の中での初期ケインズ主義的福祉国家方式を同時に進行させなけれ

ばならない理由は，経済危機に伴う構造調整の過程で社会福祉制度の社会統

合機能が不十分であると，社会的不安が増加し，共同体意識が崩れるなど膨

大な社会的コストがかかり，国家競争力を弱化させる悪循環が発生する可能

性が極めて高いからであろう（至菩司，2000：435）。大量失業と社会的両極

化の放置は，社会的不安を加重し，社会をより深刻な危機状況に追い込むだ

ろう。IMF救済金融という経済危機の中で構造調整は長期間にわたる一連

の持続的な改革過程であり，その過程における構造調整の結果により社会的

葛藤が発生するため，葛藤を調整・克服し，集合的な代案を作ることにおい

て，国家の社会統合的な役割は極めて重要である㈱早遭，2001：328）。

1997年大統領選挙当時の国政指標として提示された「生産的福祉論」が，金

大中政権が出帆して2年目である1999年になって初めて具体化されたことは，

表1で示したように社会統合を妨げる社会的危機がすでに危険水位に達して

いると認識し，福祉政策の拡充を通じて社会安全網を構築するためであった
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ことを物語っている。

　西欧における福祉国家の発展の歴史をみても，福祉政策は国家の危機状況

の中で危機克服の方法としてより発展した。それは，国家的危機状況にあっ

ては，国家の介入による解決が不可避だからである。例えば，1930年代の経

済恐慌におけるアメリカのニューディール政策，第二次世界大戦前後のイギ

リスを始めとする先進資本主義国家の福祉国家体制の整備などは，社会統合

のための社会安全網の構築という目的のもとで展開されたのである。韓国の

場合も，1997年からの経済危機による大量失業とそれによる貧困層の拡散は，

社会安定という側面からみても，政府がそれ以上国民の福祉問題を放棄する

ことができない状況であったのである。

（2）「生産的福祉論」の性格

　「国民の政府」の福祉政策の基本枠を提供する，生産的福祉論の論理的基

礎は何であろうか。「生産的福祉」の概念は，前述したように，民主的市場

経済論と同様，『市民経済』に提示されており，金大中大統領の就任後，

1998年に大統領諮問企画政策委員会で発刊した『第2建国のビジョンと戦略』

を通じて具体化した。『第2建国のビジョンと戦略』では生産的福祉につい

て次のように規定している。

　未来の福祉体制は，傾向的に「生産を妨げる」方向に歪曲した過去の西欧福

祉国家のモデルを倣ってはならない。21世紀の福祉体制は「生産的」でなけれ

ばならない。生産的福祉のためには，次の四つの原則を守らなければならない。

第一，政策福祉の増加速度が経済成長の速度を追い越してはならない。第二，

政策福祉は市場のダイナミクスを制約してはならない。第三，政策福祉は生産

に復帰できる脆弱集団の自活努力に対する支援に努めなければならない。第四，

自活能力のない脆弱集団には，人道的救護のレベルで暖かい福祉の恩恵が与え

られるようにする。（中略）「国民福祉」の大原則は市場福祉が基本であり，政

策福祉は市場福祉を補完するものである。「市場福祉」は最下層集団も高級財
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貨を享受できるように，最低価格で最高品質の消費財を供給することにより造

成される普遍的消費者福祉を意味する。市場のダイナミクスを制約しない政策

福祉は，「市場福祉」により埋められない空白を埋め，全国民が共生共栄する

「国民福祉」を完成する。（大統領諮問政策企画委員会，1998：52－53）

　上記の内容は「先経済，後福祉」を骨子としており，市場対福祉，成長対

分配という二分法的論理をそのまま適用し，社会福祉の拡大が経済成長を妨

げるという論理であり，反福祉国家論としての新自由主義の主張を反映して

いる。上記の引用文からみて，「普遍的消費者福祉」とは，結局福祉需要の

解決は個人の問題であるという市場論理に基づいており，国民福祉に対する

公的責任を否定するものである。さらに，国家福祉の範疇を市場福祉によっ

て埋められない部分に規定し，残余的国家責任を強調している。

　…方，金大中大統領は，1999年新年演説で生産的福祉の必要性を語り，再

び同年8．15光復節慶祝演説で，「生産的福祉」を「民主主義と市場経済の併

行発展」とともに，新たな国政理念であると同時に，ニュー・ミレニアムを

準備するための時代的課題として設定した。大統領の演説後，大統領秘書室

暮らしの質向上企画団では，『ニュー・ミレニアムに向かう生産的福祉の道一

「国民の政府」社会政策青写真』（以下『生産的福祉の道』と略す）という本

を発刊し，生産的福祉の理念に対して広報した。

　『生産的福祉の道』で示している生産的福祉の要諦は次の通りである。ま

ず，変化した経済環境の中で著しく弱化した社会統合を回復するため，既存

の社会政策の質的転換が必要であること前提にし，生産的福祉が社会統合を

目的としていることを明らかにしている。また，生産的福祉は，国家福祉規

模の拡大を前提としながら，同時に市場の秩序と機能を最大限担保できる方

法を模索する。

　福祉体制の構成及び運営方式においては，国家・市場・市民社会における

全ての主体が参加する，「社会連帯に基づいた参加型福祉体制」を通じて具

現されると記述している。具体的に政府は，NGOなど民間団体に財政支援
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を行い，医療・託児・貧困層の保護など公共サービスの一部を担うようにす

るパートナーシップ制度を構築し，企業も非営利団体を支援するパートナー

シップの形成を促進するように提案している。さらに，民間セクターによる

職場の創出と，社会的連帯の制度化を新しい代案の核心として提示している。

　一方，『生産的福祉の道』は，包括的福祉事業としての自活を強調する。

自活支援事業は脆弱階層の要求に応じた住民密着型福祉事業であり，公共福

祉以外にも共同体資源を活用する民間セクター型アプローチであると説明し

ている。また，自活支援事業は，地域社会，宗教機関，市民団体，企業，労

働組合が参加する積極的勤労連携プログラムであり，参加型福祉伝達体系と

しての意味を持つ。このような民間セクターの活性化と自活事業の実質的な

執行において，民間部門はそのすべてに責任を負っているといっても過言で

はないと正直に認めている。したがって，生産的福祉の推進主体としての民

間の役割を強調しており，生産的福祉の主要な「財源負担者」として企業と

労働組合は，福祉政策が合理的に行われるように主要な政策決定過程に積極

的に参加しなければならないと指摘している。

　以上を踏まえてみると，生産的福祉は，一言でいえば，「経済発展に寄与

する福祉」である。結局，包括的自活事業とは労働の再商品化を通じ市場の

活性化を図るものであり，福祉の供給方式においては地方自治体と民間部門

の活性化による福祉多元主義を主張しているのである。これが「国民の政府」

がいうところの所謂「社会連帯に基づいた参加型福祉体制」なのである。

　福祉多元主義は次のような論理により支えられている5）（Ely＆Sama，

5）社会保障制度は公的扶助，社会保険，社会福祉サービスに分かれる。これらの中で公

　的扶助と社会保険はあくまでも国家責任が貫かれなければならない部分であり，国家

　責任の縮小・強化と供給体制における民営化・多元化を議論するとしたら，社会福祉

　サービス分野に局限しなければならない。社会福祉サービスは対人サービスの持つ特

　性上，何よりマンパワーが必要である。しかし，家族構造の急速な変化と高齢人口の

　増加により，増大する福祉需要に国家が一元的に対処するのは無理である。したがっ

　て，福祉に対する国家の財政責任さえ担保されれば，合理性と効率性というレベルで

　供給体制の民営化と多元化はかえって望ましい方向であると思われる。
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1996）。第一，福祉サービスを供給する生産者に行政が委託方式を通じて福

祉サービスを代行させることにより，国家が直接的に供給するより低いコス

トで解決できる。第二，福祉多元主義は，政府による多元的福祉サービス供

給主体に対する規制と統制を強調するという点で，政府責任の中央集中化政

策と一致する。第三，福祉サービス需要者の立場からみると，供給者に対す

る選択の幅と機会が多くなるだけではなく，供給者間の競争により需要者中

心の供給体制に発展する。第四，福祉多元主義は，L般市民のニーズに応え

ながら，市民が単なる受動的な福祉需要者ではなく，「参加」を通じて福祉

の共同生産者として機能するという意味で，市民の主体性を強調するといっ

ている。

　ところが，国家責任が担保されない状態での福祉サービスの供給主体の多

元化と，伝達体系と関連した分権化は，福祉サービスの分節化を招き得る

（Johnson，1993：59）。したがって，福祉多元主義は社会福祉サービスの供

給には効率的であるかもしれないが，福祉の本質的機能である所得と富の再

分配による社会的不平等の除去は達成できないという点で，福祉国家体制が

確立していない状態で福祉多元主義的供給方式を採るということは，国家責

任の回避あるいは転嫁であるという非難を免れ得ない。

（3）「国民の政府」の積極的福祉政策の拡充？

　「生産的福祉論」に対する検討を通じて，生産的福祉論が福祉多元主義を

追求していることが確認できた。次に以下では，生産的福祉の制度化として，

「国民の政府」の福祉政策の成果について検討してみよう。青瓦台が広報し

ている「国民の政府」の福祉政策の成果は次の通りである6）。「国民の政府」

は「福祉基盤拡充」という政策スローガンのもとで，①社会安全網の拡充，

②高齢者，障害者など，脆弱階層に対する福祉施策の強化，③生産的福祉具

現のための税制改革推進，④保健・医療改革の推進，⑤労・使・政の協力強

6）「国民の政府」の福祉改革「成果」に対しては青瓦台ホームページを参照し整理した。

　＜http：〃www．cwd．go．kr／korean／data／3y－res／3y－b／index．php＞
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化と労働基本権の伸張，⑥積極的失業対策の推進，⑦勤労者の権益保護制度

の拡充，⑧生活環境改善，⑨社会間接資本の拡充という九つの課題を選定し，

社会福祉を推進してきた。しかし，政府が提示している九つの課題は，福祉

の範囲を広範囲に設定しているため，以下では社会保険，公的扶助，社会福

祉サービス分野の成果に焦点をしぼり，「国民の政府」の自らの評価に基づ

いて福祉「成果」を見てみよう。

　まず，社会保険の場合，適用範囲が拡大され，統合運営のための基本方向

が設定された。雇用保険は，1998年から1人以上の労働者を雇用している事

業所にまで適用範囲が拡大されており，国民年金は1999年から国民皆年金と

なった。2000年8月からは「農漁民特例老齢年金」の支給を開始し，2001年

12月現在62万人に年金を支給している。産災保険の場合，1997年に制定され

た「国民医療保険法」に依拠し，公務員・教員医療保険と地域医療保険が

1998年に一次統合され，さらに1999年に「国民健康保険法」により以前の地

域組合・職場組合別分離運営方式から国民健康保険に統合・一元化し，管理

運営の効率性を高めた。また，医療保険統合とともに給与受給期間を年中

365日に拡大した。

　第二，公的扶助においては，1961年に制定され公的扶助の根幹を成してき

た「生活保護法」の問題点を解決するために，「国民基礎生活保障法」を制

定し，低所得階層が社会的危険から保護されるような社会安全網を構築する

ことにより，貧困対策を画期的に改善したと評価している。国民基礎生活保

障法は，自力で生計維持が困難な場合，国家より支援を受ける権利を社会権

的権利として認め，公的扶助の対象を全ての国民に適用する普遍的福祉制度

に転換した。さらに，生計費の支給対象を拡大し，支給水準も受給権者の基

本的生活が保障できるように大幅に引き上げた。その運営においては受給者

の勤労意欲を高めるため，「条件付き生計給与」と「勤労所得控除制度」を

導入・実施すると同時に，自活事業を積極的に支援することを主な内容とし

ている。

　第三，高齢者，障害者，女性，母子・父子家庭など社会的脆弱階層に対す
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る社会福祉サービスが拡大された。具体的な内容は次の通りである。①老後

の所得保障のための敬老年金制の実施，②老人保険医療サービス及び在宅福

祉事業の拡大，③障害者生計補助手当の支給対象拡大（1997年42千名→

2000年77千名）及び，自立資金支援（1997年700世帯→2000年1500世帯），④

障害の範疇を慢性腎臓，心臓疾患，重症精神傷害，自閉症にまで拡大，⑤

2000年7月から「障害者雇用促進及び職業再活法」の施行により職業再活事

業を改善，⑥低所得層の保育料支i援拡大（1997年54千名→2000年128千名）

及び，1999年から農漁村地域の5才児に対する無償保育（15千名）実施，⑦

児童虐待の範疇を明確に提示，児童虐待申告の義務化，緊急電話及び専門保

護機関の設置など，児童虐待防止対策を設ける（1999年12月「児童福祉法」

改正）。

　「国民の政府」の福祉成果に対する各分野別評価は，本稿では具体的に取

り上げていないが，多くの報告書と研究論文が出されている。これらは，総

括的に「国民の政府」が成果としてあげている上記の政策を，外形的な拡大

にすぎないと評価している。さらに，実際の内容面で費用と受給という基準

からみると，次第に加入者の負担が増加する方向に向かっているという点に

注目する必要があると指摘している（招唱唱，2001：45－46）。また，公的扶

助と社会保険制度の拡大は十分認められるが，社会福祉サービスの拡充は極

めて微々たるものであるというのが一般的な評価である7＞。

（4）社会保障費支出からみた「国民の政府」の福祉政策に対する評価

　一国の福祉政策を評価する指標として最もよく示されるのが社会保障費の

支出比率である。社会保障費の支出比率は，社会保障に対する公的責任を最

も端的に示す指標であるからである。とくに，「国民の政府」が福祉基盤の

7）「国民の政府」の福祉政策に対して，普遍主義的国家福祉の拡大と制度化であると最も

　積極的に評価しているキム・ヨンミョン（2000）も，「国民の政府」の社会福祉分野，

　とくに高齢者と児童に対する福祉においては，保守主義福祉体制の特徴が強く残存し

　ており，家族責任主義が相当の期間持続すると展望する。
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拡充とともに福祉多元主義を標榜しているだけに，福祉財源の調達者として

の国家責任を確認するためにも，福祉予算に対する検討は不可欠であろう。

　OECD基準によると，韓国の社会福祉費支出は1996年GDP対比5．32％で，

OECD会員国の中で3．67％を記録したメキシコに次いで最下位を占めてい

る8）。また，社会福祉への支出だけではなく，社会福祉制度の特性などを反

映して発表した国際社会保障協会（ISSA）による2000年の国家別総合評価

順位で，韓国は172ヶ国の中で130位を占めた。

　表2は，1993年から2000年までの政府予算（一般会計）を基準とした社会

保障費及び福祉予算の推移を示しており，政府予算だけではなく法定退職金

など公的社会福祉支出を全部含んでいるOECD推計に比べ，社会保障に対

する国家責任をより明確に示してくれる9＞。表2からわかるように，政府予

算に対する社会保障費の支出比率は，金泳三前大統領の「文民政府」時代か

ら「国民の政府」に至るまで6％程度で停滞状態であったが，1999年と

2000年にはそれぞれ7．3％と9．1％に増加した。しかし，このような増加にも

かかわらず，GDP対比社会保障費の支出は僅か1％を超しただけであり，

社会保障と関連した諸法律の整備に比べ，実際に社会保障費の増加は極めて

微弱であることを証明している。

8）参考までに，OECD会員国のGDP対比社会保障費支出比率は，1995年現在，スウェー

　デンが33．38％で最も高く，デンマークが32．58％，フィンランドが32．12％，フランスが

　30．07％で30％を上回っている。日本も14．06％で，韓国の約3倍近くである　（OECD

　Health　data，1999）。

9）GDP対比社会保障費支出比率の算出において，表2では政府予算に対する社会保障支

　出のみを含んでいる反面，OECD統計では社会保障に支出される公共と民間による法

　定給与で構成される全ての社会支出（Social　ExpenditUre）が含まれる。詳細は，韓国

　保健社会研究院（1999），イ・テス（。1司幸，1998），コ・キョンファン（i1を碧，2001）

　参照。
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表2　韓国の社会保障費及び福祉予算（1993年，2000年）

年度

政府

予算
（10億

ウオン）

社会保障
（10働オン）

政府予算対比
　　（％）

GDP対比
　α）

社会保障対比

　　α）

公的

扶助

社会福祉

サービス
その他

社会

保障

公的

扶助
社会福祉

サービス

社会

保障

公的

扶助

社会福祉

サービス

公的

扶助

社会福祉

サービス

1993 38，050 488 487 1，440 6．3 1．3 1．3 0．9 0．2 0．2 20．2 20．2

1994 43，250 539 479 1，596 6．0 1．1 1．1 0．9 0．2 0．2 20．6 18．3

1995 51，881 574 623 1，728 5．6 1．2 1．2 0．8 0．2 0．2 19．6 21．3

1996 58，823 713 839 1，976 6．1 1．4 1．4 0．9 0．2 0．2 20．2 23．8

1997 66，579 927 1014 2，266 6．2 1．5・ 1．5 1．0 0．2 0．2 22．0 24．1

1998 75，583 1，121 1662 1，793 6．1 2．2 2．2 1．0 0．2 0．4 24．5 36．3

1999 83，685 L945 1888　2，272 7．3 2．3 2．3 1．3 0．4 0．4 31．9 30．9

2000 88，736 2，409 2566　3，099 9．1 2．9 2．9 一 印 一 29．8 31．8

注：一般会計基準予算である。

資料：韓国統計庁統計情報システム〈http：／／kosis．nso．go．kr／〉

表3　韓国の社会保障支出推移

（単位：兆ウォン，％）

項目 1997年 1998年 1999年 2000年
・GDP（A） 453．0 450．0 483．0 525．0

・政府一般予算（B） 67．6 75．6 83．7 86．5

・ 政府の社会保障支出総額（C） 16．6 22．4 28．9 26．5

一政府の社会保障支出（D）

　①公共扶助・社会サービス（E）
　②政府の社会保険支援費（F）一社会保険給与支出総額（G）一保健（H）

5．18

4．09

1．09

12．34

0．78

5．51

4．35

1．16

17．86

0．96

5．89

4．57

1．32

22．78

1．08

7．81

5．98

1．83

18．45

1．39

・GDP対比社会保障支出（C／A，駕） 3．80 5．15 5．89 4．90

・ 社会保障支出で政府支出の占める
割合（D／C，鑑）

31．2 24．6 20．4 29．5

注：D＝E＋F。公共扶助／社会サービスは中央政府と地方政府の支出額の合計。
資料：韓国統計庁統計情報システム〈http：／／kosis．nso．go．kr／〉

　一方，表3は，危機の発生した1997年から2000年までのGDP対比社会保

障費支出比率を示している。GDP対比社会保障費支出比率は，1997年に3．80

％であったが，通貨危機が進行するにしたがって，1998年5．15％，1999年

5．89％に大きく増加し，通貨危機がある程度回復した2000年に入ると，4．90

％と前年度に比べて1％減少する。ところが，1980年代以降，西欧先進国を

中心に福祉国家危機論が登場し，社会保障制度に対する新自由主義的修正が

行われた国家でさえ，実際に社会保障費の支出は持続的に緩慢な増加を見せ

ている。これは福祉の不可逆性の命題を証明してくれるものである。したがっ
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て，「国民の政府」で2000年に前年度に比べ社会保障費の支出総額及び支出

比率が減少したことは，通貨危機以降，危機克服のレベルで社会安全網を構

築するため，福祉給与が「一時的」に膨張したことを証明する。

　より注目に値する事実は，社会保障支出の中で政府の占める割合が1997年

31．2％から1998年24．6％，1999年20．4％と大きな減少の傾向をみせているこ

とである。このように社会保障支出に対する政府の比重が減っている中で，

社会保険給与が増大する現象を果たして福祉国家への指向性を持つ積極的な

福祉政策の拡充として認めることができるだろうか。

　韓国の場合，「国民の政府」福祉拡充努力にもかかわらず，表2と表3の

低い社会福祉支出が証明しているように，福祉に対する国家責任は極めて微

弱である。シン・ドンミョン（忍暑遇）は，GoughとKimが計算した韓国の福

祉ミックスの推計を提示しながら，福祉に対する国家責任を明らかにするた

め，実証的なアプローチをしている1°）（剋暑嘔，2001）。

　表4は1990年から1997年までの韓国における国家，市場，非営利組織企

業，家族の教育，医療及び社会保障を含める社会福祉領域での役割と責任の

分担を示すGoughとKimによる韓国の福祉ミックスの推計である。

10）シン・ドンミョンは，EversとOlk（1991：77）の福祉多元主義と福祉ミックスに対す

　る概念区分を取り入れ，福祉多元主義の代わりに福祉ミックスという用語を使ってい

　る。彼らによると，福祉ミックスが社会内での社会福祉に対する責任と役割が国家，

　市場，非公式部門，資源部門間にどう分かれているかを示す経験的・記述的概念であ

　　る一方，福祉多元主義は特定の供給主体に対する先見を持っている価値指向的・処方

　的概念であるといっている。
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表4　韓国の福祉ミックスの推計：社会保障，教育，医療を含める

　　　　　　　　　　　　　　（上段はGDP対比％，下段は社会福祉総支出対比％）

1990年 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年 1996年 1997年

国家
6．42

（36．9）

6．51

（37．4）

7．03

（39．5）

7．36

（39．7）

7．17

（38．6）

7．32

（39，4）

8．03

（39．1）

8．77

（39．1）

市場
5．91

（34．0）

5．74

（33．0）

5．86

（33．0）

5．94

（32．1）

5．88

（31。6）

5．99

（32．2）

6．26

（30，5）

6．52

（29．1）

非営利組織
0．52

（3．0）

0．51

（2．9）

0．53

（3．0）

0．55

（3．0）

0．56

（3．0）

0．59

（3．2）

0．61

（3．0）

0．63

（2．8）

企業
2．12

（12．2）

2．01

（11．6）

1．82

（10．3）

2．43

（13．1）

2．56

（13．8）

2．25

（12．1）

3．03

（14．8）

3．86

（17．2）

家族
2．43

（14．0）

2．62

（15．1）

2．52

（14．2）

2．24

（12．1）

2．44

（12．1）

2．44

（13．1）

2．58

（12．6）

2．63

（11．7）

総計
　17．4

（100．0）

17．4

（100．0）

17．7

（100．0）

18．5

（100，0）

18．6

（100．0）

18．6

（100．0）

20．5

（100．0）

22．4

（100．0）

注：1．国家部門は社会保障及びサービス，医療，教育に対する公共部門の支出（政府支
　　　出とすべての社会保険基金の支出）を含める。

　　2．市場部門は統計庁で発刊する都市勤労者世帯支出に関する資料に基づき，労働者
　　　世帯が市場で教育と医療に対するサービスを購入する時に使った支出を含める。

　　3．非営利部門は非営利組織が医療，社会福祉，教育に使った支出を含める。

　　4．企業部門は法定企業福祉（退職金）と自発的企業福祉を包括。但し，企業が負担
　　　する社会保険寄与金は国家部門との二重計算を防ぐため除く。企業福祉の総量は毎
　　　年労働部が発行する「企業労働費用調査報告書」を基準に作成したものであるため，

　　　30人以上を雇用した事業所に対する統計資料であるが，30人未満を雇用した事業所
　　　の場合にも同一・な数値を適用。

　　5．家族部門は家族内私的移転のみを含める。家族内私的移転は統計庁の都市勤労者
　　　世帯の所得資料に基づいて計算。これは都市勤労者を対象とした資料であるが，自
　　　営業もこれに基づいて計算。

資料：Gough　and　Kim（2000），想暑嘔（2001：238）から再引用。

　表4からわかるように，韓国の福祉供給における国家部門は政府支出とす

べての社会保険基金の支出を合せても40％に至らない反面，市場と企業を含

む民間部門が担っている比重は半分近くを占めている。さらに，非営利組織

と非公式部門としての家族も含めると，その割合は60％を上回る。Goughと

Kimの資料に基づき，シン・ドンミョンは，韓国の福祉ミックスを「残余的

国家・成長した市場・微々たる資源部門・保護的家族」として特徴づけてい

る。表4の推計が金大中政権の出帆以前である1997年までのものであるため，

もちろん限界はあるが，1997年以降の福祉予算の推移を勘案すると，表4で

示されている傾向からそれほど逸れることはないと思われる。



韓国の金大中政権における新自由主義的経済改革と「生産的福祉」の意味　（347）－67一

4．結び

　前記の表1から表4が立証しているように，韓国は依然として福祉後進国

から脱皮していないといえる。たとえ金大中政権が宣伝しているように，

「国民の政府」の積極的な福祉政策が国家福祉の発展と国家責任の強化を特

徴としていると認められるとしても，それは最初から比較の基準が低かった

からである。言い換えると，金大中政権の福祉政策が評価されるのは，韓国

のそれ以前の政権の福祉政策がそれだけ低いレベルにとどまっていたからで

あろう。「国民の政府」の福祉政策に対して，韓国ではある程度肯定的な評

価が下されるとしても，国際的水準からみると，韓国は世界で130位，OECD

会員国の中では下から2番目に当たる。このような現状で，わずか2～3年

間の福祉制度の整備をもって福祉国家体制への指向性を議論するのは性急で

はないだろうか。したがって，現時点で「国民の政府」の福祉政策に対して

評価をするとしたら，「低発展の発展」程度が適切ではないかと思われる。

　全世界的な経済沈滞とともに，1970年代後半から新自由主義に基づいた福

祉国家危機論が本格的にいわれる中で，西欧の福祉国家を中心に福祉国家の

危機は議論の水準を超え，実際に福祉国家の再編として展開された。しかし，

福祉国家のレベルにも達していない国で，福祉国家の危機とか再編に言及す

るのは，新自由主義者らの論理的飛躍にすぎないだろう。韓国は，「生産を

妨げない福祉」，「市場福祉を基本とする国民福祉」を強調するには，まだ早

すぎるのではないか。かえって，まずなされなければならないのは福祉政策

の拡充であり，福祉国家の建設である。このような観点からみると，「国民

の政府」の福祉政策は，新自由主義的経済改革を成功させるための方法とし

て使われたとしても，韓国の歴代政権に比べ福祉政策を拡大したことは肯定

的に評価できる。ただ，これからは福祉政策の拡大という政策目標が持続性

を持ち，より拡大し続け，「真」の福祉国家を建設するところに課題が設定

されるであろう。
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